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序     文 
 

東部太平洋海域で広く行われているマグロ漁業は、パナマ共和国を含む中米諸国にとって重要

な産業であり、パナマ共和国においても、年間 3 万 t を超える米国・欧州向けの冷凍・生鮮マグ

ロの輸出が、貴重な外貨収入源となっています。 
しかしながら、近年の漁獲圧力の増大等によって天然のマグロ類資源の減少が危惧されている

ものの、多様な要因によりマグロ類資源の減少は歯止めがかからず、抜本的な対策は講じられて

いません。このような現状の改善を目的に、パナマ共和国は「資源の持続的利用に向けたマグロ

類 2 種の産卵生態と初期生活史に関する基礎研究」をわが国に要請しました。 
これを受けて独立行政法人国際協力機構は、2010 年 8 月 31 日から年 9 月 21 日の間、詳細計画

策定調査団を派遣し、パナマ共和国政府及び関係機関との間で、「地球規模課題対応国際科学技術

協力」の枠組みによる協力計画の策定及び実施体制について協議を行いました。 
本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、この報告書が、本協力の

成果発現に向けた取り組みに役立つとともに、パナマ共和国の開発並びに両国の友好・親善の一

層の発展に寄与することを期待いたします。 
終わりに、本調査実施にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表し

ます。 
 
平成 22 年 10 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 熊代 輝義 
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事業事前評価表（地球規模課題対応国際科学技術協力） 
 

担当部・課：農村開発部 畑作地帯一課 

１．案件名 

国名：パナマ共和国 
案件名：資源の持続的利用に向けたマグロ類 2 種の産卵生態と初期生活史に関する基礎研究 

Comparative Studies of the Reproductive Biology and Early Life History of Two Tuna  
Species（Yellowfin Tuna and Pacific Bluefin Tuna）for the Sustainable Use of These  
Resources 

２．協力概要 

（1）事業の目的 
本プロジェクトでは、パナマ共和国（以下、「パナマ」と記す）ロス・サントス県アチョ

チネス研究所とその周辺海域において、マグロ類 2 種（キハダ及び太平洋クロマグロ）資源

の持続的な資源管理方策策定に必要な両種の産卵生態及び初期生活史を解明するための研

究技術開発を行うことを目的とする。 
 
（2）協力期間 

2011 年 3 月から 2016 年 3 月（60 カ月） 
 
（3）協力総額（JICA 側） 

3.7 億円 
 
（4）協力相手先機関 

パナマ水産資源庁（Aquatic Resources Authority of Panama：ARAP） 
全米熱帯マグロ類委員会（*）アチョチネス研究所（Inter-American Tropical Tuna Commission 
Achotines Laboratory：IATTC Achotines Laboratory） 

（*）全米熱帯マグロ類委員会…東部太平洋海域におけるカツオ・マグロ類の保存及び管理

を目的として 1950 年に設立された地域漁業管理機関。対象魚種（カツオ、キハダ等）

の調査研究、勧告等の保存管理措置を行う機能を有し、キハダに関しては、東部太平

洋海域の総漁獲量規制の勧告を行う。2010 年度時点での加盟国は、日本、パナマを含

めた 20 カ国である。 
 
（5）国内協力機関 

近畿大学 
 
（6）裨益対象者及び規模等 

ARAP 及び IATTC アチョチネス研究所の研究員/技術者（約 40 名） 



３．協力の必要性・位置づけ 

（1）現状及び問題点 
東部太平洋海域で広く行われているマグロ漁業は、パナマを含む中米諸国にとって重要な

産業であり、パナマにおいても、年間 3 万 t を超える米国・欧州向けの冷凍・生鮮マグロの

輸出が、貴重な外貨収入源となっている。 
しかしながら、近年の漁獲圧力の増大等によって天然のマグロ類資源の減少が危惧されて

いる。本プロジェクトで調査対象となるマグロ類 2 種は、太平洋に広く分布する高度回遊性

の魚種であり、多くの沿岸国によって利用されている地域共有資源である。こうした共有資

源の利用においては往々にして無秩序な漁獲によって資源量が大幅に減少するといった望

まざる結果（いわゆる“共有の悲劇”）が引き起こされていることから、効果的な資源管理

の枠組みを導入することが強く求められている。 
パナマは東部太平洋沿岸国ではメキシコに次ぎ 2 番目に多いキハダの漁獲を行っている主

要な生産国であり、また、他国船によって漁獲されたマグロの重要な転載地となっているこ

とからも、同国がマグロ資源の管理上果たすべき役割は大きいと考えられる。さらに、パナ

マのロス・サントス県には、IATTC が運営管理し、ARAP も一部施設を使用しているアチョ

チネス研究所がある。同研究所は、全世界のマグロ類地域漁業管理機関において、唯一マグ

ロ類の資源管理に資する生物学的知見に係る研究を行っている施設である。マグロ類資源の

持続的利用に資する基礎研究活動を同研究所で実施することの意義は大きい。 
一般にマグロ類は沖合や外洋を主な生息場所としており、容易に接触して研究試料を得る

ことが難しい魚類であるため、その生態については未解明な点が非常に多い。このような魚

類の研究においては、単一種のみを対象として研究を行うと、明らかになった特殊な生理・

生態についての生存上の意味合いを把握することが困難となるため、対照する魚種を複数同

時に研究することが必要となる。 
そのため本プロジェクトでは、太平洋温帯域及び熱帯域それぞれの海域における代表的な

マグロ類 2 種（キハダ、太平洋クロマグロ）を比較対照することにより、効率的な生物学的

情報の蓄積をめざし、より有効かつ精度の高い資源管理予測に資する研究の実施を行うもの

である。 
 
（2）相手国政府国家政策上の位置づけ 

パナマでは、2010 年 8 月に改定された「漁業及び養殖のためのパナマ水産資源政策」並び

に 2010 年 10 月に制定された「養殖業開発戦略」が定められている。これら政策・戦略では、

対象年は明記されていないが、パナマの「持続的な海洋資源管理」や「養殖業の開発・多様

化の促進」が掲げられている。 
本プロジェクトではマグロ類 2 種の資源管理及び養殖技術開発の基礎となる生物的な科学

的知見を解明することが期待されるため、本プロジェクトはパナマ国政策・戦略と合致する。

 
（3）他の援助機関の対応 

現在 ARAP において、キハダ及び太平洋クロマグロを対象に含んだプロジェクトは行われ

ていない。また、IATTC アチョチネス研究所については、研究予算支援として米国の大学等

からの資金的支援は行われているが、本件研究課題と重複する協力は行われていない。 



（4）わが国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位

置づけ） 
本プロジェクトは生物資源・海洋生物の保全に係る支援であり、わが国の対パナマ援助重

点分野である「環境保全」に位置づけられる。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 
（1）協力の目標 

上位目標： 
パナマ海域及び IATTC 管轄海域（東部太平洋）におけるマグロ類 2 種（キハダ及び太平洋

クロマグロ）の科学的知見に立脚した質的規制による資源管理が実施される。 
 

プロジェクト目標： 
マグロ類 2 種資源の持続的利用に必要となる科学的知見（産卵生態及び初期生活史）が明

らかになり、その知見が蓄積・統合される。 
 
（2）成果（アウトプット）と活動 

成果 1：キハダと太平洋クロマグロに係る産卵の特徴が解明される。 
活動： 
1-1 キハダの産卵時刻、産卵時期の調査を行う。 
1-2 キハダの産卵に及ぼす環境要因の影響を調査する。 
1-3 キハダの産卵に及ぼす栄養状態の影響を調査する。 
1-4 キハダと太平洋クロマグロの親魚、仔稚魚の生理状態を検査する簡便かつ包括的な方法

を開発する。 
指標： 
1． キハダ親魚の最適栄養条件（飼料組成、量、給餌回数、サプリメント）が少なくとも 2

件解明される。 
2． キハダの産卵に関する最適環境条件（水温範囲、光強度、昼夜サイクル、月齢、水の化

学的性質）が少なくとも 2 件解明される。 
3． キハダと太平洋クロマグロの卵質を決定する生化学的評価方法（*）が開発される。 
（*）生化学的評価方法…体の化学成分や遺伝子を調べ、その結果を評価する方法。 

 
成果 2：ミトコンドリア D ループ領域（*）を利用したキハダの母系（**）検出・解析方法

が開発される。 
活動： 
2-1 キハダの母系判別に用いる方法としてのミトコンドリア D ループ領域を分析する。 
2-2 一定数の天然キハダの試料を解析することによって母系を調査する方法を実証する。 
（*）ミトコンドリア D ループ領域…生物の細胞にはエネルギーを作り出すミトコンドリア

という小さな器官がある。ミトコンドリアは、細胞核の中にある DNA とは異なる DNA
をもち、これをミトコンドリア DNA と呼ぶ。このミトコンドリア DNA には、遺伝子



を伝える DNA 領域と遺伝子を伝えず性質を変えない DNA 領域が混在する。ミトコン

ドリア D ループ領域は、この遺伝子を伝えず性質を変えない DNA 領域を指す。 
（**）母系…同じ母親を起源とする子孫の系列。 
指標： 
1． ミトコンドリア D ループ領域の多型（*）を検出するプライマー（**）が特定される。

2． 個々のキハダ母系が特定される。 
3． キハダの母系検出・解析方法が論文にまとめられる。 
（*）多型…ある生物において、本来同一であるはずのものが不連続的に異なった形態を示

すこと。 
（**）プライマー…DNA を合成する際の核酸の断片。 

 
成果 3：キハダと太平洋クロマグロの初期生活史における生残に与える決定的要因が特定さ

れる。 
活動： 
3-1 キハダと太平洋クロマグロの初期生活史の調査とそれに及ぼす物理・化学要因の影響に

係る比較分析を行う。 
3-2 キハダと太平洋クロマグロの視覚特性と仔稚魚の光情報に対する応答の比較分析を行

う。 
3-3 キハダと太平洋クロマグロの初期生活史における摂餌生態、行動、成長と生残の比較分

析を行う。 
3-4 キハダと太平洋クロマグロにおける人工飼料と天然飼料の栄養価の比較分析を行う。 
指標： 
1． キハダと太平洋クロマグロの発生速度と胚発生過程が物理化学要因との関連で記録され

る。 
2． キハダと太平洋クロマグロ仔稚魚の視覚の発育状況、及び光への反応が記録される。 
3． 以下の点において、キハダと太平洋クロマグロの類似性と相違性が明らかにされる。： 

- 視覚特性と仔稚魚の光情報に対する反応 
- 摂餌生態、行動、成長と生残 
- 人工及び天然飼料の栄養価 

 
成果 4：キハダの初期生活における生残率の向上に寄与する種苗生産技術が開発される。 
活動： 
4-1 キハダの遺伝分析と遺伝管理に用いる手法を開発する。 
4-2 キハダの健康管理に用いる情報を収集する。 
4-3 キハダ親魚候補の捕獲及び輸送方法を開発する。 
4-4 キハダの種苗生産に必要な孵化技術及びいけす養成技術を開発する。 
4-5 キハダの内臓とその機能の発育及び適切な飼料の質と量を調査する。 
指標： 
1． キハダ親魚の BAC クローン（*）が開発される。 
2． キハダの初期生活史において性決定に関与した DNA マーカー（**）が明らかにされる。



3． キハダ親魚の寄生虫が特定される。 
4． キハダの捕獲から健全な親魚に至る率が 1996 年－2000 年水準と比して 25％改善する。

5． 陸上水槽で孵化したキハダ仔稚魚が、3 カ月間の海面いけすでの飼育後、少なくとも 20％
生残する。 

6． キハダ仔稚魚の内臓の発育が記録される。 
（*）BAC クローン…ある生物のゲノム（DNA の集合体）を、小さな断片にし、大腸菌の

DNA に組み込んで保存したもの。 
（**）DNA マーカー…遺伝的性質をもつ生物個体に特有の DNA 塩基配列のこと。 

 
（3）投入（インプット） 

1）日本側（総額 3.7 億円） 
専門家派遣 

① 長期専門家 
・ 業務調整 1 名 

② 短期専門家 
・ チーフアドバイザー/遺伝及び初期生活史研究 
・ 繁殖生物学（産卵生態） 
・ 栄養学 
・ 初期生活史研究 
・ マグロ孵化場運営 
・ マグロいけす養殖運営 他 

供与機材 
実験室分析機器、陸上飼育用資機材、海上飼育用資機材、飼料など。 

研修員受入れ 
主に近畿大学試験場にて太平洋クロマグロの産卵生態及び初期生活史の研究方法に関

する研修を実施。 
 

2）パナマ側 
パナマ水産資源庁カウンターパート人件費、研究用飼料等ローカルコスト負担、その他パ

ナマでのプロジェクト実施に係る必要経費。 
 

3）IATTC 側 
IATTC カウンターパート人件費、アチョチネス研究所・資機材維持管理経費、研究用飼料

等ローカルコスト負担、その他パナマでのプロジェクト実施に係る必要経費 
 
（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 

1）前提条件 
・ プロジェクト実施に係るカウンターパートが正式に IATTC 及び ARAP から配置され

る。 
・ プロジェクト実施に係る経費分担をアチョチネス研究所及び ARAP 間で明確にし、そ



の経費が確保される。 
 

2）成果達成のための外部条件 
・ 研究施設及びマグロの親魚、仔稚魚が自然災害や予期せぬ病害等に遭わない。 

 
3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ ARAP、IATTC の技術者が適切に配置され、プロジェクト期間中その体制が維持され

る。 
 

4）上位目標達成のための外部条件 
・ パナマの水産資源政策に大幅な変更が生じない。 

５．評価 5 項目による評価結果 

（1）妥当性 
本プロジェクトは、以下の理由から、妥当性が高いと見込まれる。 

 
1）パナマ政府の政策との整合性 

本プロジェクトは、パナマの重要な開発課題に対応するものであり、同国政府のニー

ズに合致している。 
 

2）国別援助計画との整合性 
本プロジェクトは、わが国の対パナマ援助方針の重点分野のひとつである「環境保全」

分野に位置づけられ、わが国の援助計画・方針と整合している。 
 

3）ターゲットグループのニーズとの整合性 
米国向けを中心としたキハダの輸出額は、2009 年度にはパナマ水産セクターの約 20％

を占めている。パナマの水産セクターは、パナマ全セクターの輸出総額の約 45％を占め

ており、その持続的な資源管理は同国水産セクターの重大なニーズである。加えて、

ARAP では研究者の能力向上・増大も重要な取り組みのひとつと認識されている。また、

アチョチネス研究所については、本プロジェクトが海上いけすなどの新たな研究アプロ

ーチを用いること等から、その期待は大きく、本プロジェクトは IATTC の 3 カ年研究計

画（2010-2013 年）の根幹案件に位置づけられている。 
 

4）対象地の適切性 
アチョチネス研究所はキハダの陸上親魚水槽をもち、年間 10 カ月程度キハダが産卵

している。このようなキハダの研究のためのインフラ（産卵施設）が整備されている研

究所は、現時点では世界中で同所だけであり、キハダの産卵生態及び初期生活史を研究

するにあたって最適の環境と判断できる。 
 
 



（2）有効性 
本プロジェクトは、以下の理由から高い有効性が見込まれる。 
 
1）プロジェクト目標と成果との因果関係及びプロジェクト目標達成見込み 

本件では、成果 1 でキハダと太平洋クロマグロに係る産卵の特徴を解明することによ

り、資源管理及び種苗生産に必須となる生物学的な産卵生態を明らかにする。 
成果 2 では、系群ごとの資源管理を行うために必要なキハダの母系情報を解明する。

成果 3 でキハダと太平洋クロマグロの初期生活史における生残に与える決定的要因を

特定し、成果 4 では、成果 1・成果 2・成果 3 で特定された産卵生態、系群、生残要因

を用いて、死滅することがないキハダの種苗生産技術を確立させる。これら 4 つの成果

を達成することにより、プロジェクトの目標は達成される見込みである。 
 

2）技術の優位性 
本プロジェクトの国内研究機関である近畿大学は、世界で初めて太平洋クロマグロの

完全養殖を成功させるなど、これまで過去 40 年間にわたり、マグロ類の資源管理や養

殖技術に関して多大な研究成果を蓄積している。本プロジェクトは、近畿大学と共同研

究のプロジェクト実施体制をとることによって、わが国の有する技術や知見を有効に活

用することが可能なプロジェクトである。また、本プロジェクトは近畿大学が有する太

平洋クロマグロの知見と IATTC が蓄積してきたキハダの初期生活史研究に係る知見を

併せて活用する体制を敷いている。さらに、活動自体はこれまでの研究成果の積み上げ

によって対応できる研究・分析手法が採用されていることから、高い有効性が見込まれ

る。 
 
（3）効率性 

本プロジェクトは、以下の理由から物的投入に留意が必要であるが、比較的高い効率性が

見込まれる。 
 

1）人的投入 
本プロジェクト成果の各分野に対応した短期専門家を投入することが計画されてい

る。また、業務調整員（長期専門家）を配置し、短期専門家が不在中のプロジェクト運

営を担当することとなっており、円滑な実施を担保できる人的投入が計画されている。

なお、キハダについては 3～4 月を除いて常時産卵時期にあたるため、投入タイミング

に係る懸案事項も想定されない。 
また、パナマ側からは短期専門家の各分野に対応するカウンターパートが投入され

る。 
 

2）物的投入 
本プロジェクトへの投入規模は一般的な技術協力プロジェクトと比してやや多いが、

プロジェクト活動の内容にかんがみて、その投入量は妥当なものである。 
本プロジェクト終了後の供与機材を含む資機材に関しては ARAP の所有となり、アチ



ョチネス研究所で使用される。 
 

3）その他（重複・補完活動など） 
現在 ARAP ではマグロを研究対象に含んだ他ドナーによる協力は行われていない。ま

たアチョチネス研究所においては、キハダに係る研究は行われているものの、研究内容

は本プロジェクトと異なっており、重複は見られない。 
 
（4）インパクト 

本プロジェクトの実施により以下のインパクトが想定される。 
 

1）上位目標達成の見込み 
本プロジェクトの最終的な成果は、キハダ及び太平洋クロマグロ資源の持続的利用に

必要となる生物的な科学的知見を提示するものである。同知見を生かした資源管理モデ

ルの策定・適用に関しては、ARAP 及び IATTC 加盟国等を対象に地域ワークショップを

実施することや論文発表などが予定されており、中長期的にパナマのマグロ類資源管理

強化に貢献することが期待されている。 
 

2）プラス・インパクト 
・ キハダの持続的な資源管理をもって、現在パナマにおいてキハダ漁業に関連する約

3,500 人及び関連作業従事者の生活基盤保持に貢献することが期待できる。 
・ 本プロジェクトは、キハダと太平洋クロマグロの産卵生態・初期生活史にかかわる

研究・開発であり、実施機関の研究開発能力の向上が期待できる。また、関係する省

庁、省庁の技術者、パナマ大学の学生が本プロジェクトに参加することから、本研究

分野の中期的な質向上に貢献することが期待される。 
・ 本プロジェクトの成果は、パナマとわが国のみならず、キハダと太平洋クロマグロ

漁業、関連産業を基盤とする途上国等の視察・見学・意見交換等の「場」となり、こ

れらの国や地域に広く普及・発展するための情報提供になることが期待される。 
・ 現在、マグロ類 2 種の生物学的な知見の蓄積に相応の努力を払っているマグロ類の

地域漁業管理機関は IATTC のみであることから、本プロジェクトにおける研究活動の

成果は、国際的にもその価値が認識され、他の地域漁業管理機関の資源管理活動へ寄

与するような波及効果も期待できる。 
・ 本プロジェクトの調査対象魚種である太平洋クロマグロとキハダは太平洋の広域に

分布していることから、本件の研究成果は中西部太平洋海域のマグロ資源の管理を行

っている組織、中西部太平洋マグロ類委員会（Western and Central Pacific Fisheries 
Commission：WCPFC）にとっても資源管理上有益な情報となることが期待される。 

 
3）マイナス・インパクト 

特筆すべきマイナスのインパクトは予見されない。 
 
 



（5）自立発展性 
プロジェクト終了後も、アチョチネス研究所においてキハダ及び太平洋クロマグロの資源

管理に資する研究活動を継続する観点から、その想定される自立発展性について以下記述す

る。 
 

1）政策面 
パナマの水産政策が目標とする「責任ある漁業の遂行」や「持続的な海洋資源の管理」

といった目標は、政権の交代にかかわらず継続してめざしてゆくものと考えられる。ま

た、アチョチネス研究所の有用性については水産政策のなかでも触れられており、大き

な方向性としては、プロジェクト終了後も政策面での支援を得られる見込みである。た

だし、パナマ政府によるアチョチネス研究所への支援は、IATTC 域内加盟国として応分

の責任と負担を果たすことを示すものであり、過分の負担を伴うことまでは意図してい

ない可能性については留意する必要がある。 
 

2）組織面 
現在のアチョチネス研究所では、研究を支える技術者が維持管理担当などを含めて 17

名雇用されており、研究活動の継続にあたっては十分な体制が整備されている。他方、

研究活動自体については IATTC からの研究者が十分に確保される見通しは高いが、プロ

ジェクト終了後のパナマ人研究者の継続的な確保については現時点では不明である。 
 

3）財政面 
施設・資機材の維持管理については、IATTC が保有している資金を維持管理用途に充

てることができる可能性が高い。他方、運営維持管理費（主には餌と試薬に係る費用）

は本プロジェクトと同様の規模で継続する場合、年間約 300 万円必要であるが、運営維

持管理費は継続的に確保される見込みである。 
 

4）技術・制度面 
研究活動の継続にあたっては、特に海上いけすの設置などに技術的な習得が求められ

るが、本プロジェクト期間中の技術移転によって継続性は確保できる見通しである。ま

た、制度面における懸案事項も現時点ではみられない。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本プロジェクトでは、環境に対し悪影響を及ぼす施設の建設は行わない。海上いけすの設置

に関し、アチョチネス研究所周辺の海域が 2010 年 9 月に｢科学目的特別地域（Special Zone for 
Scientific Purposes）｣に定められたため、環境アセスメントは義務づけられず、問題はない。 

なお、本プロジェクトでは貧困削減支援やジェンダーに対する直接的な取り組みは想定され

ていない。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 



８．今後の評価計画 

・ 中間レビュー  2013 年 9 月ごろ 
・ 終了時評価   2015 年 9 月ごろ 

 
 
 



－1－ 

第１章 詳細計画策定調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の背景 

東部太平洋海域で広く行われているマグロ漁業は、パナマ共和国（以下、「パナマ」と記す）を

含む中米諸国にとって重要な産業であり、パナマにおいても年間 3 万 t を超える米国・欧州向け

の冷凍・生鮮マグロの輸出が貴重な外貨収入源となっている。しかしながら、近年の漁獲圧力の

増大や地球規模の気候変動の影響によってマグロ天然資源の減少が危惧されている。パナマ海域

はキハダマグロの一大産卵場となっているが、同種の資源を維持し、将来にわたってマグロ漁業

を持続させるためには、産卵場や初期生育場の保護を含む適切な資源管理方策を早急に確立する

必要がある。そうした資源管理を実施するためには、当該魚種に関する生物学的知見が不可欠と

なるが、こうした科学的分析情報が不足している。 
一般にマグロ類は沖合や外洋を主な生息場所としており、容易に接触し研究試料を得られない

魚類であるため、その生態については未解明な点が非常に多くある。このような魚類の研究にお

いては、単一種のみを対象として研究を行うと、明らかになった特殊な生理・生態についての生

存上の意味合いを把握することが困難となるため、対照となる魚種を複数同時に研究することが

必要となる。本案件では、太平洋温帯域及び熱帯域それぞれの海域における代表的なマグロ類 2
種（太平洋クロマグロ、キハダマグロ）を比較対照しながら研究することにより、効率的な生物

学的情報の蓄積をめざしている。 
パナマのロス・サントス県には、パナマ水産資源庁（ARAP）と全米熱帯マグロ類委員会（IATTC）

が共同運営するアチョチネス研究所がある。同研究所は、中米において唯一マグロ類の資源管理

に資する生物学的知見の集積に係る研究を行っている研究施設であるが、初期生活史や産卵生態

研究に係る研究体制は必ずしも十分であるとはいえない。 
今般、パナマ政府は、キハダと太平洋クロマグロの産卵生態及び種苗生産技術の解明を目的と

した本科学技術協力「資源の持続的利用に向けたマグロ類 2 種の産卵生態と初期生活史に関する

基礎研究」をわが国に要請した。 
 
１－２ 調査目的 

本調査は以下を目的として実施された。 
・ 「地球規模課題対応国際科学技術協力」での実施にあたり、本事業の目的、実施の仕組み

等について、今回案件関係者の理解を得る。 
・ プロジェクト実施機関・関連機関の状況を把握し、実施体制（役割、人員、組織体制、予

算、実施能力等）を明らかにする。 
・ プロジェクトに関する 5 項目評価を行い、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）、

活動計画（PO）、事業事前評価表（案）を作成する。協議結果を議事録として協議議事録（M/M）

に取りまとめ、署名・交換する。 
 

１－３ 調査方法・内容 

本調査の調査方法・内容は以下のとおりである。 
・ 要請の背景、プロジェクトの枠組み、プロジェクト対象地、直接及び間接裨益者、活動内

容、協力期間、相手国カウンターパートそれぞれについてその妥当性を確認する。 
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・ 相手国研究機関の施設・海上を視察し、プロジェクトの活動現場の状況について確認する。 
・ プロジェクトで行う研究内容を確認し、プロジェクトの名称について検討・協議を行う。 
・ プロジェクト実施に必要な投入と、投入時期、コストの分担について検討・協議する。 
・ プロジェクト開始に向けて必要な事項（手続き、スケジュール等）について協議する。 

 
１－４ 団員構成及び派遣期間 

団員構成は以下のとおりであり、派遣期間は 2010 年 8 月 31 日から 2010 年 9 月 21 日までであ

る。 

担 当 氏 名 所属機関/役職 

総 括 杉山 俊士 JICA 国際協力専門員 

研究計画 澤田 好史 近畿大学水産研究所・大学院農学研究科 教授 

国内研究支援 1 国分 牧衛 
東北大学大学院農学研究科作物学研究室 教授 
JST プログラムオフィサー 

国内研究支援 2 石田 昌彦 JST ワシントン事務所 シニア・プログラム・コーディネータ

国内研究支援 3 長谷川 景子 JST 地球規模課題国際協力室 主査 

評価分析 十津川 淳 佐野総合企画株式会社 

協力企画 榊 将乃介 JICA 農村開発部 畑作地帯第一課 

JST：独立行政法人科学技術振興機構 
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第２章 調査結果 
 
２－１ プロジェクトの背景 

プロジェクトの背景として、本項では以下 4 つの観点～①パナマにおける水産セクターの現状、

②パナマにおける水産政策、③パナマに対する日本の援助方針、④他の援助機関の動向について

記載する。 
 

２－１－１ パナマにおける水産セクターの現状 
パナマの水産セクターは、近年その漁獲高及び経済規模を着実に増大させており、同セクタ

ーの輸出高はパナマの総輸出額の 3 割以上を占める重要産業となっている（2009 年実績で約

46％）。 
 

表２－１ パナマの総輸出額及び水産セクターの輸出額推移 

（百万ドル） 

 総輸出額 水産セクター輸出額 水産セクター輸出額割合（％）

1993 508 93 18.3 

1994 533 110 20.6 

1995 571 122 21.4 

1996 569 115 20.2 

1997 658 160 24.3 

1998 704 239 33.9 

1999 710 193 27.2 

2000 772 252 32.6 

2001 810 320 39.5 

2002 759 329 43.3 

2003 799 412 51.6 

2004 890 448 50.3 

2005 964 431 44.7 

2006 1,022 381 37.3 

2007 1,127 403 35.8 

2008 1,145 439 38.3 

2009 821 378 46.0 

出所：Informe de Indicadores Socioeconómicos en Panamá, ARAP 及び Instituto Nacional 
de Estadística y Censo de la Contraloria General de la República 

 
また、同国の水産セクターの内訳は表２－２のとおりであり、生魚での販売や水産加工に係

る分野が最も大きな経済規模を示している。 
近年の特徴としては、過去に同国の養殖産業の大部分を占めてきたエビ養殖が白点病や不安

定な市場価格を反映して生産・輸出を減少させており、他方でキハダマグロの漁獲高が急増し
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ていることが挙げられる。2009 年実績では、キハダマグロの輸出高がエビを大きく上回る状況

となっており、その 95％以上は米国に向けられている1〔FOB（Free on Board：本船渡し）ベー

ス。輸出量では約 91％〕。 
 

表２－２ 水産セクター輸出内訳 

（千ドル） 

 2007 2008 2009 

生魚（冷蔵、冷凍含） 168,140 210,792 197,077 

うちキハダマグロ 80,125 96,301 65,463 

魚肉（加工品） 102,782 124,230 112,152 

ロブスター 4,850 2,619 1,490 

エ ビ 58,548 42,602 43,925 

タコ、イカ、貝 50,354 38,954 3,218 

魚 油 4,026 2,162 2,270 

魚 粉 5,392 13,765 13,006 

その他 8,758 3,382 4,956 

合 計 402,850 438,506 378,094 

出所：Instituto Nacional de Estadística y Censo de la Contraloria General de la 
República 

 
           表２－３ マグロとエビの漁獲高推移            （t） 

 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

マグロ 6,093 10,965 16,666 32,179 24,075 18,409 21,863 17,187 21,192

エ ビ 5,328 5,185 3,159 3,078 2,733 1,657 2,029 2,482 3,825

注：エビは養殖と漁獲の双方を含む。 
出所：Informe de Indicadores Socioeconómicos en Panamá, ARAP 

 
２－１－２ パナマにおける水産政策 
（1）漁業及び養殖のためのパナマ水産資源政策 

現在のパナマでは、「漁業及び養殖のためのパナマ水産資源政策（2010 年 8 月改定）」が

同国水産セクターの基本政策となっている。同政策では、漁業及び養殖業の発展をもって、

パナマ国民の「1．収入を向上させる」「2．たんぱく質栄養を供給する」「3．雇用を創出

する」ことを掲げており、これに併せて 14 の政策基本原則を示している。その主たる内

容は以下のとおりである： 
・ 責任ある漁業と養殖業の進展 
・ 海洋資源の持続的管理～生態系を侵さない技術の利用 
・ 適切な漁業・養殖技術の開発と研究の促進 

                                                        
1 第 2 位はスペインで 65 万ドル（全体の約 1％）。日本向けは 6 万ドルで 0.1％弱。（出所：ARAP 内部資料“Exportación de Atunes 

en Repúbica 2009”） 
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・ 水産関係者の責任を伴った、等しい参加の促進 
・ 漁業・養殖業に係る制度の整備 
・ 中米諸国の政策との整合性維持・強化 

 
また、同政策では重点分野のひとつとして「研究と能力向上」の促進を掲げ、具体的な

活動として、①漁業と養殖業の付加価値を高めるため、全国規模でのトレーニングプログ

ラム実施を促進する、②大学レベルでの漁業技術学校の設立を促進する、③小規模漁家の

技術向上及び新しい技術開発を促進する（養殖～ノリ、貝など）を挙げている。 
 

（2）養殖業開発国家戦略 
パナマでは上記水産資源政策を具現化する戦略として、「養殖業開発国家戦略」が掲げら

れている（正式には 2010 年 9 月時点で未承認だが、同月に就任した新長官によって追っ

て承認される見込み）。 
同戦略は海洋養殖業開発のために、以下 4 つの基本的な取り組みが必要としている。 
1．海洋資源の評価 
2．水産物・水産加工物開発のために必要な取り組みの調査 
3．市場の検証 
4．海洋養殖業開発のための法整備 

 
このうち 1．の「海洋資源の評価」においては、今後パナマにおいて養殖業開発・発展

の可能性が高い魚種グループとして、キハダマグロ、タイ、ボラ、スギを A グループ（最

もポテンシャルの高いグループ）として挙げている。同戦略では、タイの養殖には成功し

ているもののキハダマグロについてはいまだ成功していないため、今後研究を進めること

が重要であるとしている。また、この関連において、赤潮対策をはじめとした海洋管理及

び研究について、アチョチネス研究所が重要な役割を果たすことを期待すると述べてい

る。 
 

さらに同戦略では、具体的に以下 8 つの項目についてアクションプランが掲げられてい

る。 
1．国内関係機関間のコーディネーション 
2．養殖業開発に係る研究促進 
3．環境管理と調和した養殖技術の把握 
4．養殖業のための学際的な研修実施 
5．責任ある海洋養殖の競争促進 
6．持続可能な海洋養殖の技術開発と技術移転（いけす利用など） 
7．持続可能な海洋養殖の技術普及 
8．魅力的かつ責任あるビジネスと海洋養殖の持続性確保（情報及び規制の整備・徹底） 

 
２－１－３ パナマに対する日本の援助方針 

日本のパナマに対する援助方針は、大きく 3 つの重点分野～「環境保全」「経済社会の持続的
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成長」並びに「地方貧困の軽減」から構成されている。 
「環境保全」分野については、これまで水（主に水質管理・汚染対策）、廃棄物管理、防災の

分野について技術協力プロジェクトやボランティア派遣等で対応してきたが、今後はこれらの

分野に加えて、生物資源・海洋生物の保全に係る支援も実施するものとしている。 
なお参考ながら、日本の水産庁の水産基本計画（平成 19 年）では、「低位水準にとどまって

いる水産資源の回復・管理の推進を目的として、国際的な資源管理に資する分野において海外

漁業協力を推進する」ことを、同計画内「水産に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策」の一

項目として掲げている2。 
 

２－１－４ 他の援助機関の動向 
（1）ARAP 

現在 ARAP では、いくつかの他ドナーによる技術協力プロジェクト及びローンプロジェ

クトが実施されているが、マグロを対象に含んだプロジェクトは一切行われていない。 
現時点での主たる ARAP でのプロジェクトは表２－４のとおり。 

 
表２－４ ARAP における他ドナープロジェクト 

プロジェクト名 ドナー国 プロジェクト内容 現状及び備考 

漁村開発プロジェクト 
（Fishing Village 
Development Project） 

台 湾 小規模漁家への技術

支援並びにマイクロ

ファイナンス支援 

パナマを含む中米域内

で実施。 

漁業及び養殖業開発計画 
（Plan Regional de Pesca y 
Acuicultura Continental） 

台 湾 「中米地域における

湖沼及び貯水池にお

ける統合的な漁業及

び養殖計画」の策定 
 

本部はエルサルバドー

ル。パナマのほかに、ベ

リーズ、コスタリカ、グ

アテマラ、ホンジュラ

ス、ニカラグアが参加。

海洋漁業の持続的管理 
（Manejo Sostenible de la 
Pesca Marina） 

米州開発

銀行 
（IDB） 

スポーツフィッシン

グによる経済、社会、

環境へのインパクト

調査 

パナマを含む中米域内

で実施。 

注：プロジェクト名の和文は調査団訳。 
 

また、これらドナー支援のプロジェクトに加えて、1995 年に設立された中米漁業水産セ

クター機構（Organización del Sector Pesquero y Acuícola del Istmo Centro Americano：
OSPESCA）3が中心となって、中米域内情報の共有体制強化や域内規制に係る立法、順守

体制の強化活動などが行われている。この OSPESCA の活動については、国連食糧農業機

                                                        
2 加えて、平成 6 年 8 月には「まぐろ資源の保存及び管理の強化に関する特別措置法」が公布されており、マグロ資源の保存

及び管理のために国際協力を進めることが掲げられている。 
3 当機構は中米農牧審議会（Consejo Agropecuario Centroamericano）の大臣、魚業・養殖業関係の大臣・長官と副大臣らで構成

される。また、1997 年には OSPESCA の諮問機関として、中米養殖漁業業者機関（Organización de Empresarios Centroamericanos 
de Acuicultura y Pesca：OECAP）及び中米零細漁師同盟（Confederación de Pescadores Artesanales de Centroamérica：
CONFEPESCA）が当地域の生産者組織として形成されている。なお、現在 OSPESCA は中米統合機構（Sistema de la Integración 
Centroamericana：SICA）に加盟済みである。 
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関（FAO）や IDB、スペインなどがドナーとして支援を行っている。 
 

（2）IATTC アチョチネス研究所 
国際機関である IATTC アチョチネス研究所については、ドナーによる支援の形態は基本

的に見られない。ただし、研究予算の支援として米国の大学や支援組織からの資金的サポ

ートが見られること（後述「５－３－１ 妥当性」参照）、及び過去には日本の海外漁業協

力財団による専門家派遣や施設・資機材支援があった旨付記する。 
 
２－２ プロジェクトの基本計画 

２－２－１ プロジェクト目標 
本プロジェクトは「マグロ類 2 種資源の持続的利用に必要となる科学的知見（産卵生態及び

初期生活史）が明らかになり、その知見が蓄積・統合される」を目標とする。 
 

２－２－２ プロジェクトサイト/対象地域 
本プロジェクトは、パナマ国ロス・サントス県アチョチネス湾に位置する IATTC アチョチネ

ス研究所において実施される。プロジェクト活動はアチョチネス研究所において実施されるも

のであり、他地域でのパイロット活動などは予定されていない。なお、海上いけすも研究所に

近接した海上に設置される予定である。 
また比較研究の観点から実施される太平洋クロマグロについての研究活動は、近畿大学の試

験場を用いて実施する。 
 

２－２－３ 成果と想定される活動（あるいは調査項目）と指標・目標値 
本プロジェクトでは目標の達成を支える成果として、以下 4 つの成果項目を掲げる。これら

成果はすべてキハダと太平洋クロマグロの初期生活史の研究分野を構成する柱である。 
 
成果 1：キハダと太平洋クロマグロに係る産卵の特徴が解明される。 
活動： 
1-1 キハダの産卵時刻、産卵時期の調査を行う。 
1-2 キハダの産卵に及ぼす環境要因の影響を調査する。 
1-3 キハダの産卵に及ぼす栄養状態の影響を調査する。 
1-4 キハダと太平洋クロマグロの親魚、仔稚魚の生理状態を検査する簡便かつ包括的な方法

を開発する。 
指標： 
1． キハダ親魚の最適栄養条件（飼料組成、量、給餌回数、サプリメント）が少なくとも 2

件解明される。 
2． キハダの産卵に関する最適環境条件（水温範囲、光強度、昼夜サイクル、月齢、水の化

学的性質）が少なくとも 2 件解明される。 
3． キハダと太平洋クロマグロの卵質を決定する生化学的評価方法（*）が開発される。 
（*）生化学的評価方法…体の化学成分や遺伝子を調べ、その結果を評価する方法。 
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成果 2：ミトコンドリア D ループ領域（*）を利用したキハダの母系（**）検出・解析方法が

開発される。 
活動： 
2-1 キハダの母系判別に用いる方法としてのミトコンドリア D ループ領域を分析する。 
2-2 一定数の天然キハダの試料を解析することによって母系を調査する方法を実証する。 
（*）ミトコンドリア D ループ領域…生物の細胞にはエネルギーを作り出すミトコンドリア

という小さな器官がある。ミトコンドリアは、細胞核の中にある DNA とは異なる DNA
をもち、これをミトコンドリア DNA と呼ぶ。このミトコンドリア DNA には、遺伝子

を伝える DNA 領域と遺伝子を伝えず性質を変えない DNA 領域が混在する。ミトコン

ドリア D ループ領域は、この遺伝子を伝えず性質を変えない DNA 領域を指す。 
（**）母系…同じ母親を起源とする子孫の系列。 
指標： 
1． ミトコンドリア D ループ領域の多型（*）を検出するプライマー（**）が特定される。 
2． 個々のキハダ母系が特定される。 
3． キハダの母系検出・解析方法が論文にまとめられる。 
（*） 多型…ある生物において、本来同一であるはずのものが不連続的に異なった形態を示す

こと。 
（**）プライマー…DNA を合成する際の核酸の断片。 

 
成果 3：キハダと太平洋クロマグロの初期生活史における生残に与える決定的要因が特定さ

れる。 
活動： 
3-1 キハダと太平洋クロマグロの初期生活史の調査とそれに及ぼす物理・化学要因の影響に

係る比較分析を行う。 
3-2 キハダと太平洋クロマグロの視覚特性と仔稚魚の光情報に対する応答の比較分析を行

う。 
3-3 キハダと太平洋クロマグロの初期生活史における摂餌生態、行動、成長と生残の比較分

析を行う。 
3-4 キハダと太平洋クロマグロにおける人工飼料と天然飼料の栄養価の比較分析を行う。 
指標： 
1． キハダと太平洋クロマグロの発生速度と胚発生過程が物理化学要因との関連で記録さ

れる。 
2． キハダと太平洋クロマグロ仔稚魚の視覚の発育状況、及び光への反応が記録される。 
3． 以下の点において、キハダと太平洋クロマグロの類似性と相違性が明らかにされる。： 

- 視覚特性と仔稚魚の光情報に対する反応 
- 摂餌生態、行動、成長と生残 
- 人工及び天然飼料の栄養価 

 
成果 4：キハダの初期生活における生残率の向上に寄与する種苗生産技術が開発される。 
活動： 
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4-1 キハダの遺伝分析と遺伝管理に用いる手法を開発する。 
4-2 キハダの健康管理に用いる情報を収集する。 
4-3 キハダ親魚候補の捕獲及び輸送方法を開発する。 
4-4 キハダの種苗生産に必要な孵化技術及びいけす養成技術を開発する。 
4-5 キハダの内臓とその機能の発育及び適切な飼料の質と量を調査する。 
指標： 
1． キハダ親魚の BAC クローン（*）が開発される。 
2． キハダの初期生活史において性決定に関与した DNA マーカー（**）が明らかにされる。 
3． キハダ親魚の寄生虫が特定される。 
4． キハダの捕獲から健全な親魚に至る率が 1996 年－2000 年水準と比して 25％改善する。 
5． 陸上水槽で孵化したキハダ仔稚魚が、3 カ月間の海面いけすでの飼育後、少なくとも

20％生残する。 
6． キハダ仔稚魚の内臓の発育が記録される。 
（*） BAC クローン…ある生物のゲノム（DNA の集合体）を、小さな断片にし、大腸菌の

DNA に組み込んで保存したもの。 
（**）DNA マーカー…遺伝的性質をもつ生物個体に特有の DNA 塩基配列のこと。 

 
２－２－４ 投入の概要（日本側、パナマ側） 

本プロジェクトでは下記のとおりの人的投入及び物的投入を計画している。 
短期専門家については、近畿大学教員並びにポストドクター等の人員よって構成される。他

方、パナマ側のカウンターパートについては、プロジェクトダイレクター、マネジャー及び短

期専門家の担当研究分野に該当するカウンターパートが投入される予定である（一部は兼務の

可能性あり）。 
なお、下記の物的投入に係るパナマ側コスト負担については、今後 ARAP 及び IATTC の間で

負担割合等について協議が行われ、明確になる予定である。 
 

表２－５ 日本・パナマ側の投入内訳 

 日本側 パナマ側 

人的 
投入 

① 長期専門家 
・ プロジェクトコーディネーター

② 短期専門家（担当名は仮称） 
・ チーフアドバイザー/遺伝及び初

期生活史研究 
・ 繁殖生物学（産卵生態） 
・ 栄養学 
・ 初期生活史研究 
・ マグロ孵化場運営 
・ マグロいけす養殖運営 
・ その他 

・ プロジェクトダイレクター 
～ARAP 長官 

・ プロジェクトマネジャー 
～ARAP 研究開発局長 
～IATTC アチョチネス研究所所長 
＊ 本プロジェクトでは共同マネジ

ャーとして両組織からの代表者

を配置する 
・ 下記短期専門家の担当分野に該当する

カウンターパート 
～ARAP 4 名程度 
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＊ 上記は「産卵生態解明チーム」「栄

養要求解明チーム」「初期発育解明

と飼育技術開発チーム」としての

構成を考慮する予定である。 

～IATTC 米国人 4 名、パナマ人 2 名

＊ 研究者のほかにラボラトリー技

術者もカウンターパートとして

の参加を促進する予定。 
 

物的 
投入 

・ 研究資機材として： 
～実験室分析機器 
～陸上飼育用資機材 
～海上飼育用資機材 

・ 試料 など 

・ 専門家執務スペースなどの施設提供 
・ プロジェクト実施に係るローカルコス

ト負担（消耗品、餌など） 
 

 
加えて、本プロジェクトでは近畿大学試験場を主に利用した本邦研修の実施も計画する。本

邦研修については、ARAP 研究員/技術者及びアチョチネス研究所パナマ人研究員/技術者を対象

とすることが考えられている（IATTC からの派遣については IATTC が国際機関であるため、今

後その妥当性及び可能性について確認を行う予定）。なお、研修は太平洋クロマグロの産卵時期

である 8～9 月の実施を予定する。 
 

２－２－５ 総事業費/概算協力額 
詳細計画策定調査時点における総事業費の概算は、約 3.7 億円と試算される（総事業費は今

後の資機材調達内容及び価格によって変動する）。 
 

２－２－６ 事業実施スケジュール 
本プロジェクトは 2011 年 1 月から 5 年間のプロジェクト期間を予定する（詳細な活動スケジ

ュールは付属資料３．M/M に添付の PO 参照）。 
 

２－２－７ 事業実施体制（実施機関/カウンターパート/JCC/ARAP-IATTC MOU について） 
本プロジェクトは日本側の日本人長期・短期専門家とパナマ側のアチョチネス研究所の研究

員/技術者並びに ARAP の研究員/技術者によって実施される。実施に係る直接・間接の関係者

及び実施場所、対象魚種を含んだ実施体制の概念図は図２－１のとおりである。 
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図２－１ プロジェクト実施体制概念図 

 
図が示すように、プロジェクトは主たる 3 者（日本人専門家、ARAP、IATTC アチョチネス

研究所）によって実施されるが、その実施にあたっては、プロジェクト成果に係る守秘義務や

知的財産の保護などが MOU（覚書）として締結される予定である（MOU は JST の定型 MOU
を基礎として 3 者間共通もしくは個々の 2 者間で締結する）。また、このほかに実施に係るロー

カルコスト負担割合や資機材の利用、研究者の受入れ・正式配置などといった点においても、

特にアチョチネス研究所と ARAP の間で協議、MOU が締結される予定である。 
また、実施場所については、熱帯性マグロであるキハダについてはパナマにて調査・研究を

進め、一方の温帯性マグロである太平洋クロマグロの調査・研究は日本の近畿大学試験場を中

心とする予定である。ただし、本プロジェクトは、例えばキハダの母系集団を研究するために、

日本とパナマの両箇所で野性キハダのサンプルを採取することが予定されている。このように、

専門家とカウンターパートが必ずしも同地に居ない時期であっても、両箇所において共同の研

究を進める体制を敷くものとしている。 
 

２－２－８ 環境社会配慮・貧困削減促進・ジェンダー 
アチョチネス研究所周辺の海域は 2010 年 9 月に｢科学目的特別地域（Special Zone for Scientific 

Purposes）｣に定められた。そのため、本プロジェクトにおける海上いけすの設置等については

研究を目的とするものであるため、環境アセスメントは義務づけられない4。なお、同地域にお

                                                        
4 ARAP 調査局での聞き取りによる。ただし、改めて法規制の確認を行うことをミニッツに記載した（詳細計画策定調査）。 
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ける科学保全地域としての詳細利用計画は今後 8 カ月以内に ARAP が作成する予定である5。 
なお、本プロジェクトでは貧困削減支援やジェンダーに対する直接的な取り組みは想定され

ていない。 
 

２－２－９ 他ドナーとの連携 
本プロジェクトの実施にあたってドナー間の連携活動は想定されていない。しかしながら、

本プロジェクトの成果を域内に広く普及する目的のために、IATTC 加盟国や域内の国々に対し

て地域セミナー等を実施することが予定されている。 
 
２－３ 協議結果の概要とプロジェクト実施上の留意点 

２－３－１ ARAP 研究者のプロジェクトへの関与について 
現状では、アチョチネス研究所に ARAP の研究員は 1 名しか配属されておらず、ARAP 研究

者のプロジェクトへの関与が限定的となっている。ARAP のプロジェクト活動への関与を確保

するために、4～5 人程度の ARAP 研究者・技官候補者を選定し 2010 年 10 月末までに JICA パ

ナマ支所へ候補者リストを提出することで合意した。 
 

２－３－２ IATTC 米国人研究員の来日研究費について 
国際機関である IATTC からの米国人研究員の日本への研修費用に関しては、プロジェクト予

算からは支出しないことを関係者に対して説明し、理解を得た。 
 

２－３－３ マグロの飼育費について 
アチョチネス研究所におけるキハダの稚魚・親魚の飼育費用は年間約 1,000 万円程度と試算

されている。こうした飼育費用の確保はプロジェクト活動の継続性と自立発展性の確保に係る

重要な要件であることから、先方実施機関が財政面においても相応な責任を果たす努力の重要

性に関して再確認した。 
 

２－３－４ 研究成果の発表について 
本件研究成果は地域的に広く活用されることが期待されるため、プロジェクトの成果を高め

るうえでも、必要な時期に関係者に広く本研究成果を発信するためのセミナーを実施すること

を提言として含めた。 
 

２－３－５ 海上いけす設置について 
アチョチネス研究所海域に海上いけすを 3 年時以降設置する予定であるが、ARAP が窓口と

なり海上いけす設置に必要な手続きを進めることで合意した。なお、中間評価時に適切に設置

手続きが進んでいるか確認し、最終的な設置の可否について検討する。 
 
 

                                                        
5 科学目的特別地域では域内での漁業や商業活動を制限し、研究活動を効果的、効率的に実施できる環境を整備することに主

眼を置く予定。 
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第３章 国際共同研究の視点（本調査における JST からのコメント） 
 

パナマ側の研究体制・能力に関し、本調査にてアチョチネス研究所における ARAP 所属の研究

者は現時点で 1 名のみであることが明らかとなったが、パナマへの碑益を考えるうえでは、各研

究項目（遺伝子解析や餌等の栄養分解析等）をそれぞれ担当する ARAP 所属の研究者の配置が重

要であると考えられる。今後、2010 年 10 月中に ARAP から研究参画者の候補者リストが提出さ

れることとなったが、その内容も含めたうえで、再度、研究体制の妥当性を JST 側でも検討して

いきたい。 
また、MOU の署名について、地球規模課題対応国際科学技術協力事業（SATREPS）において

は、討議議事録（R/D）締結前後に、研究代表機関間で MOU を締結することとなっているが、本

研究では IATTC 及び ARAP から研究者が参画することから、近畿大学がそれぞれと MOU を締結

することを M/M に記載した。 
しかしながら IATTC はマグロ類の資源管理を目的とした国際機関であり、共同研究で得られた

研究成果は加盟国に対しても提示していくことが求められており、その点については、近畿大学

側とも相談し、MOU にてどのように規定していくか再検討することとした。 
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第４章 パナマにおけるマグロ類資源研究の意義 
 

本案件で調査対象となるマグロ類 2 種は、東部太平洋に広く分布する高度回遊性の魚種であり、

多くの沿岸国によって利用されている地域共有資源である。こうした共有資源の利用においては

往々にして無秩序な漁獲によって資源量が大幅に減少するといった望まざる結果（いわゆる“共

有の悲劇”）が引き起こされていることから、適切な資源管理の枠組みを導入することが強く求め

られている。パナマは東部太平洋沿岸国ではメキシコに次ぎ 2 番目に多いキハダマグロ生産を行

っている主要な生産国であり、また、他国船によって漁獲されたマグロの重要な転載地となって

いることからも、同国がマグロ資源の管理上果たすべき役割は大きいと考えられる。その意味で

は、マグロ類資源の持続的利用に資する基礎研究活動を同国で実施することの意義は大きいと思

料される。 
東部太平洋海域におけるマグロ類の資源管理は、地域漁業管理機関（IATTC）の枠組みにおけ

る協調的な漁業管理努力によって行われているが、現行の方策は漁獲努力量や漁獲量といった漁

業関連情報のみに依存したいわば（過去の資源状態判断に対する）遡及的な方策（retrospective 
approach）であり、必ずしも実効性のある資源管理方策とはなっていない。これに対して、漁獲

対象魚種の生物学的特性に対する理解を深める努力は、資源の現状評価や動向予測の精度を向上

させ、今後起こり得る資源の危機的な状況に対して予防的な方策（prospective approach）の実施

にもつながると考えられる。現在、こうした生物学的な知見の蓄積に相応の努力を払っているマ

グロ類の地域漁業管理機関は IATTC のみであることから、本案件における研究活動の成果は、国

際的にもその価値が認識され、他の地域漁業管理機関の資源管理活動へ寄与するような波及効果6

も期待できる。 
他方、マグロ類の初期生活史研究を行うためには、親魚や仔稚魚を継続的に飼育することが必

須となるが、餌料要求量が高く、遊泳力も高いマグロ類の飼育には比較的高額な経費がかかる。

研究施設の維持、そして研究活動の継続は先方実施機関にとって決して少なくない負担を強いる

ことから、本件の実施にあたっては、研究対象魚の飼育規模などを実施機関の対応能力に見合っ

たものとするよう十分に留意する必要がある。またプロジェクト実施中においても、実施機関の

予算年度ごとのプロジェクト運営経費確保状況などを定期的にモニターし、プロジェクト研究活

動の継続性や持続発展性が確保されるよう適宜働きかけを行う必要があろう。 
前述のように、本案件はマグロ類の資源管理に寄与する重要な基礎研究を行うプロジェクトで

あるが、見方によっては、マグロ資源を共有する関係国があまねく裨益する研究活動を、パナマ

一国の負担によって支えているともとらえられかねない。プロジェクト研究活動の継続性や持続

発展性の確保のためには、パナマ側が本件実施の国内的な意義や便益を明確に認識していること

が前提条件になる。本案件では、プロジェクトの実施施設が国内機関に属する施設ではないとい

う特殊性を有していることから、プロジェクト活動に ARAP の研究者や技官の十分な関与が常に

確保されるよう特に配慮することが求められる。また、高度な研究の成果は、時にその意味する

ところの理解が容易ではない形で提示されることから、こうした成果の意味とその意義を一般に

も分かりやすい形に「翻訳」し、実施機関、セクター関係者、そしてパナマの一般国民にも広く

                                                        
6 例えば本案件の調査対象魚種である太平洋クロマグロとキハダマグロは太平洋の広域に分布していることから、本件の研究

成果は中西部太平洋海域のマグロ資源の管理を行っている組織、WCPFC にとっても資源管理上有益な情報となると考えられ

る。 



－15－ 

伝えていく努力を継続することも求められよう。 
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第５章 プロジェクト評価 
 
５－１ アチョチネス研究所における研究の現状と課題 

全米熱帯マグロ類委員会（IATTC）アチョチネス研究所では、1993 年以来、財団法人海外漁業

協力財団（OFCF）、IATTC、パナマ政府（特にパナマ水産資源庁：ARAP）の共同プロジェクトと

して、キハダ、フエダイ、ニベの仔稚魚研究が、日本、IATTC、ARAP 研究者により共同して行

われている。特にキハダについては、OFCF の協力により建設された陸上水槽で親魚が飼育され、

年間 10 カ月産卵がある世界に類を見ないマグロ類研究施設として、その初期生活史研究が、同種

の資源管理技術向上を目的として実施されてきた経緯がある。しかしながらその研究は、これま

で一定の成果はあげているものの、キハダ資源の構造分析、将来の動向予測を正確に行える水準

には達していない。また、IATTC の管理管轄海域である東部太平洋にもかなりの資源が存在する

太平洋クロマグロの資源管理技術向上をめざした初期生活史研究は全く手付かずである。また、

パナマを含む中米諸国、東南アジア、中東、大西洋・太平洋島嶼国では、キハダ養殖が今後産業

として発展することが期待されており、パナマもキハダ養殖産業化を希望しているが、天然資源

に頼らないキハダ養殖技術、すなわち卵から育てる養殖技術開発については、アチョチネス研究

所でも全く実施されていない。また、世界でも他にそのような養殖研究開発を実施しているとこ

ろはない。 
今後の東部・中西部太平洋のキハダ及び太平洋クロマグロ資源の持続的利用には、それらの初

期生活史を比較研究として緊急に実施することが、パナマを含む中米諸国のみならず、両種の資

源を利用するわが国にとっても必要とされているが、アチョチネス研究所において更に進んだ初

期生活史研究を行うためには、IATTC と ARAP 研究者の研究能力向上と同研究所の研究設備整備

が課題である。 
 
５－２ プロジェクトのモニタリングと評価 

本プロジェクトでは実施期間中を通して適切なモニタリングと評価を行うことが求められる

が、その円滑な実施を担保する仕組みとして以下の調査等を計画する。 
・ JCC（Joint Coordinating Committee）の設置 

JCC ミーティングの機会をもって、プロジェクト活動の進捗確認並びに今後の計画を討

議、調整する。JCC は年に 1 回もしくは必要に応じて複数回の実施を見込む。 
・ 中間レビュー調査 

プロジェクト期間の中間時点において、プロジェクト目標並びに成果の達成状況等につ

いて 5 項目評価の観点から確認し、今後のプロジェクト期間で取り組むべき課題などにつ

いて提言を行う。 
・ 終了時評価調査 

プロジェクト終了 6 カ月程度前に、プロジェクトに係る 5 項目評価を実施する。あわせ

て、今後の約 6 カ月間で行うべき活動への提言、並びにプロジェクト終了後の活動につい

て提言を行う。 
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５－３ 5 項目評価と結論 

５－３－１ 妥当性 
（1）パナマ政府の政策との整合性 

パナマ政府の水産セクターに係る基本政策「漁業及び養殖のためのパナマ水産資源政策」

では、14 の基本方針が示されており、そのなかで「海洋資源の持続的管理を進める」こと、

及び「責任ある漁業と養殖業の進展を目的として、適切な漁業・養殖技術の開発と研究を

促進する」ことが基本方針として謳われている。 
また、同政策の養殖に係る方針を具現化させる「養殖業開発国家戦略」では、環境管理

との調和を図りながら養殖業開発を進展させること、及び、特にキハダマグロはポテンシ

ャルの高い魚種として研究を進めることとされている（ポテンシャルの最も高い A グルー

プの魚種として位置づけられている）。 
以上の点から、海洋資源の持続的管理に貢献し、かつ養殖業の発展にも中長期的にプラ

スのインパクトを与え得る本プロジェクトは、パナマ政府の政策に整合していると判断で

きる。 
 

（2）日本国の対パナマ援助方針との整合性 
本プロジェクトは、対パナマ援助方針の重点分野のひとつである「環境保全」支援に合

致するものであり、具体的には「生物資源・海洋生物の保全」支援として環境保全支援を

構成するものである。 
 

（3）わが国技術の優位性 
本件のプロジェクト実施を担当する近畿大学は、世界で初めてクロマグロの完全養殖を

成功させるなど、これまで過去 40 年間にわたり、マグロ類の資源管理や養殖技術に関し

て多大な研究実績を蓄積している。本件は、近畿大学と共同研究のプロジェクト実施体制

をとることによって、わが国の有する技術や知見を有効に活用することが可能なプロジェ

クトである。 
 

（4）ターゲットグループのニーズとの整合性 
本プロジェクトの直接ターゲットグループは IATTC アチョチネス研究所（IATTC 研究員

/技術者）及び ARAP（研究員/技術者）である。 
 

① アチョチネス研究所のニーズ 
本プロジェクトの対象となる IATTC アチョチネス研究所は、1985 年にパナマ国ロ

ス・サントス県に設立されて以来、マグロ類に特化したラボラトリーを有する世界で

も数少ない研究所の 1 つとして、多くの研究成果をあげてきた。ただし、いまだなお

マグロ類の初期生活史については解明されていない点も多く、その研究を更に進展さ

せてゆくことは有効な資源管理の観点からも重要と考えられている。 
以上の背景から、現在アチョチネス研究所（初期生活史グループ）は、2010～2013

年の 3 カ年研究計画を策定しており、同 3 カ年においてマグロ類の生態や生理機能等

を更に解明してゆくことをめざしている。具体的には、4 つの研究プロジェクトが計
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画されているが、本プロジェクトは海上いけすの設置など、新たな施設や資機材を導

入して行う研究であり、同研究所が求めていた初期生活史の研究を著しく進展させる

ことが期待できるものである。そのため、本プロジェクトは同 3 カ年研究計画のなか

で根幹を成す研究プロジェクトと位置づけられている7。 
以上の点から、本プロジェクトはアチョチネス研究所のニーズに整合していると判

断できる。 
 

② ARAP のニーズ 
本プロジェクトは、パナマ国海域及び地域全体におけるマグロ類資源の持続的管理

に貢献することを最終的な目標とするものである。キハダマグロに係る輸出額は同国

の全セクター総輸出額の約 5％強を占める点からも、その持続的な資源管理は同国経

済における大きなニーズでもある。また、現在エビにほぼ特化している養殖業におい

ては、その養殖対象種を多様化してゆきたいとのニーズを強く有しているため、キハ

ダマグロの養殖技術を開発してゆくことは、ARAP の大きなニーズといえる。以上の

点から、本プロジェクトの成果は ARAP が掲げる水産資源政策の実現及び水産セクタ

ー開発の両面において、そのニーズに整合している。 
加えて、ARAP 研究者の能力向上や研究者の増大も、マグロ類の持続的資源管理や

養殖業を実現させてゆくうえで、重要な取り組みのひとつと認識されているものであ

る。ただし、このような研究者育成のニーズこそ ARAP 側から強く表明されるものの、

ARAP 研究者の能力向上等に係る具体的な人材育成計画や指針は現時点ではいまだ策

定されていない。 
 

（5）対象地の適切性 
本プロジェクトの実施場所は IATTC アチョチネス研究所となるが、同研究所はキハダマ

グロの陸上親魚水槽をもち、年間 10 カ月程度産卵がなされている。そのため、初期生活

史を研究するにあたって、最適の環境が整備されている。また、このようなキハダマグロ

に係る研究環境が整備されている施設は、同研究所をおいて世界中で他に存在しない8。 
以上のことから、本プロジェクトを実施するにあたり、同研究所を実施対象地とするこ

とは適切と判断できる。 
 

５－３－２ 有効性 
（1）プロジェクト目標及び成果との因果関係 

本プロジェクトではプロジェクト目標「マグロ類 2 種資源の持続的利用に必要となる科

学的知見（産卵生態及び初期生活史）が明らかになり、その知見が蓄積・統合される」の

達成に向けて、その科学的知見を構成する主たる研究分野「キハダと太平洋クロマグロに

係る産卵特徴の解明（成果 1）」「キハダの母系検出・解析方法の開発（成果 2）」「キハダ

と太平洋クロマグロの初期生活史における生残に与える要因特定（成果 3）」「キハダの初

                                                        
7 その他の 3 つのプロジェクトは、①キハダマグロ仔稚魚の大規模生産のための孵化技術改善研究、②キハダマグロ初期生活

史における栄養研究、③熱帯性マグロの海洋酸性化インパクト研究である。 
8 主たるキハダマグロ研究の施設としては、米国ホプキンス研究所、インドネシア国ゴンドール研究所が挙げられる。ただし

キハダマグロは両研究所では産卵していないため、本プロジェクトのような研究はできない。 
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期生活における生残率向上に寄与する種苗生産技術の開発（成果 4）」を成果項目として位

置づけ、プロジェクトをデザインしている。そのため、成果を達成することはプロジェク

ト目標の達成を基本的に確約させるものであり、因果関係は成立している。 
 

（2）プロジェクト目標・成果の達成見込み 
本プロジェクトは、近畿大学がこれまで蓄積してきた太平洋クロマグロに係る知見と、

IATTC がパナマで蓄積してきたキハダマグロの初期生活史研究に係る知見を併せて活用す

る体制を敷いている。このように双方が蓄積してきた、異なる魚種に係る貴重な知見を相

互活用することによって、本プロジェクトがめざす比較研究の成果は高い効率性と精度を

もって実現されることが十分に期待できる。 
なお、採用される研究手法については、これまで両組織が積み上げてきた研究成果によ

って対応できるデザインとなっており、成果達成を危惧するような新たな実験・分析方法

などは計画されていない。 
 

（3）外部条件・前提条件充足の可能性 
PDM 上に記されている外部条件、前提条件及び両条件の充足可能性については、表５－

１のとおりである。 
 

表５－１ 外部条件及び前提条件充足の可能性 

 外部条件 外部条件充足の可能性 
・ 技術移転を受けた研究者や技

術者が IATTC や ARAP を離職

しない 

・ARAP では海外研修を受けた場合には、一定

期間離職できない内部規定がある。 
・エビ養殖など民間企業が多数ある分野では、

研究者/技術者の離職は見られる。 
・ 研究施設及びマグロの親魚、

仔稚魚が自然災害や予期せぬ

病害等に遭わない 

・特に海上いけすに関しては、台風その他の自

然被害を極力低減し得る事前対策や場所の

設定に注意を払う予定である。 

成果/活動 

・ 環境法規制が海上いけすの設

置を不許可としない 
・対象地は科学目的特別地域に位置するため、

現状では環境法規制の対象外となる。 
前提条件 ・ARAP 研究者/技術者の配置が

公式になされる 
・ARAP 研究者/技術者の研究課

題へのかかわり方（研究内容や

研究成果目標、研究にかかわる

時間など）をアチョチネス研究

所及び ARAP 間で明確にする 
・ プロジェクト実施に係る経費

負担をアチョチネス研究所及

び ARAP 間で明確にする 

・現在、アチョチネス研究所には 1 名の ARAP
研究員が常駐している。本プロジェクトで

は、ARAP の他研究所に所属する研究員がカ

ウンターパートとして配置されることが

ARAP から表明されている。 
・研究課題へのかかわり方及び経費負担につい

ては、今後研究所と ARAP 両者間の協議を経

て、プロジェクト開始前に正式に MOU を交

わす予定である。そのため、これらの事項は

すべて MOU を通して明確になることが期待

できる。 
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５－３－３ 効率性 
（1）人的側面 

① 日本側投入 
（投入量） 

本プロジェクトでは、プロジェクト成果の各分野に対応する短期専門家の投入が予定

されている。専門家はそれぞれ「産卵生態解明チーム」「栄養要求解明チーム」「初期発

育解明と飼育技術開発チーム」等（仮称）のように、チームとしてプロジェクトの活動

に効率的にあたることを計画している。 
さらに、プロジェクトではプロジェクトコーディネーターとして長期専門家を配置し、

短期専門家が居ない時期のプロジェクト運営を担当することとなっており、円滑な実施

を担保できる人的投入が計画されている。 
 

（投入タイミング） 
短期専門家は毎年 4～5 月と 10～12 月初旬ごろの 2 回のタイミングでパナマでの活動

を行う予定である。キハダマグロについては、3～4 月を除いて常時産卵時期にあたるた

め、同時期における専門家投入で研究活動に大きな支障はない。また、活動については

短期専門家（大学教員等）が複数で同時に参加できることが重要であるため、複数の専

門家派遣を同時に行えるタイミングに調整している点も妥当と考えられる。 
 

② パナマ側投入 
本詳細計画策定調査時点において、ARAP によるカウンターパート（研究者/技術者）

の最終特定はなされていない（候補者は存在）。しかしながら、短期専門家の各分野に対

応するカウンターパートを投入することが ARAP からは表明されており、他研究所での

研究業務経験を有する人材が投入される予定である。そのため、プロジェクト活動を行

ううえで能力面において適正な人材投入がなされる可能性は十分にあると考えられる。

また加えて、IATTC からはマグロ研究の豊富な経験を有する米国及びパナマ人研究者/
技術者の参加を計画している（ただし、上記前提条件のとおり、IATTC と ARAP 間で

ARAP 研究者のかかわり等に係る取極めが事前に必要である）。 
 

（2）物的投入 
本プロジェクトの目標及び期待される成果を実現するために、必要な研究資機材の投入

が計画されている。規模は一般的な技術協力プロジェクトと比してやや過大であるが、プ

ロジェクトの活動を実現させる観点からは妥当と判断できる。また、プロジェクト実施の

際にはアチョチネス研究所や ARAP の他研究所の既存資機材を利用できるため、プロジェ

クトからの物的投入は軽減されている。その観点においては、既存の資機材を利用するこ

とによって効率性が一定程度確保されている。 
なお、プロジェクト期間中の維持管理費、ランニングコストの負担、さらにはプロジェ

クト終了後の資機材利用方法について、関係機関でプロジェクト実施前に協議される予定

である（MOU の作成・署名を計画している）。 
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（3）その他（重複・補完活動など） 
現在 ARAP ではマグロを研究対象に含んだ他ドナーによる技術協力及びローンプロジェ

クト等は行われていない。またアチョチネス研究所においては、キハダマグロに係る（共

同）研究こそ行われているものの、研究内容は本プロジェクトと異なっており、非効率な

重複は見られない。 
また、「対象地の適切性」として記したとおり、アチョチネス研究所には陸上親魚水槽を

はじめとした各種のインフラ施設が整備されており、プロジェクト活動の効率性向上に大

いに貢献するものと期待できる。 
 

５－３－４ インパクト 
本プロジェクトの実施において、以下のインパクト発現が期待できる。 

 
（1）上位目標達成の見込み 

（上位目標） 
パナマ海域及び IATTC 管轄海域（東部太平洋）におけるマグロ類 2 種（キハダ及び太平

洋クロマグロ）の科学的知見に立脚した質的規制による資源管理が実施される 
（指標） 

プロジェクト成果を基礎とした有効な資源管理手段・手法がとられている（マグロ類 2
種に係る生物情報の改善に係る）。 

 
上位目標「パナマ海域及び IATTC 管轄海域におけるマグロ類 2 種の資源管理が実施され

る」が達成される見込みは十分にあると考えられる。 
本プロジェクトの最終的な成果は、より正確な資源管理予測モデルを提示するものであ

り、そのモデルの適用について IATTC 加盟国等を対象とした地域ワークショップの実施や

論文発表などが予定されている。このような取り組みによって、科学的見地からの資源管

理強化に貢献できる可能性は高い。 
 

（2）波及効果 
① プラス・インパクト 

（政策・環境面） 
他海域における資源管理強化への貢献 

本プロジェクトの成果である、より正確な資源管理予測モデルは、IATTC 管轄海域に

のみ適用可能なモデルではない。キハダマグロはさまざまな海域に生息するため、この

期待されるモデルは、IATTC 以外の海域を管轄するマグロ類委員会にも貴重な知見提供

となり、その資源管理強化に貢献することが可能である9。 
 
 
 

                                                        
9 IATTC のほかには、WCPFC（中西部太平洋マグロ類委員会）、ICCAT（International Commission for the Conservation of Atlantic 

Tunas：大西洋マグロ類保存国際委員会）や IOTC（Indian Ocean Tuna Commission：インド洋マグロ類委員会）がある。 



－22－ 

（社会経済面） 
キハダマグロに係る養殖業の進展 

本プロジェクトの実施によって、キハダマグロに係る養殖技術の基礎が完成し、中長

期的にパナマにおいてキハダマグロの養殖業が開始される可能性が期待できる。養殖業

がビジネスとして確立するためには、技術面のみならず、養殖業を支えるさまざまなイ

ンフラ整備なども必要であるが、キハダマグロについてはビジネスとしても一定のポテ

ンシャルがあることが指摘されている。 
 

キハダマグロに係る持続的な漁業の展開 
本プロジェクトの成果によって、域内のキハダマグロの資源管理が有効になされるこ

とが期待できる（上位目標）。このことは、現在パナマにおいてキハダマグロ漁業に関連

する約 3,500 人とその家族に加え、関連作業（漁港施設作業員、漁具等資機材製造・販

売業、漁船整備関連業、水産加工業、輸送業など）従事者の生活基盤を保持することに

も貢献することが期待できる。 
 

② マイナス・インパクト 
特筆すべきマイナスのインパクトは予見されない。 

 
５－３－５ 自立発展性 

プロジェクト終了後も、「アチョチネス研究所においてマグロの資源管理に資する研究活動を

継続する」との観点から、その自立発展性について以下記述する。 
 

（1）政策面 
（資源管理） 

パナマ水産セクターの根本政策である「漁業及び養殖のためのパナマ水産資源政策」が

目標とする「責任ある漁業の遂行」や「持続的な海洋資源の管理」といった目標は、政権

の交代にかかわらず、パナマとして中長期的にめざしてゆくものと考えられる。 
また、アチョチネス研究所の重要性及び有用性については同政策のなかでも触れられて

おり、大きな方向性としては、プロジェクト終了後も政策面での支援を得られる可能性は

あると考えられる。ただし、パナマによるアチョチネス研究所への支援は、IATTC 域内加

盟国として応分の責任と負担を果たすことを示すものであり、過分の負担を伴うことまで

は意図していない可能性がある点については留意が必要である（表５－２参照）。 
 

（養殖業） 
他方、資源管理と並行したもう 1 つの視点として、キハダマグロの養殖業促進について

は継続的な政策的支援を期待できる可能性が高い。その一方で、資源管理をミッションと

した IATTC アチョチネス研究所において、養殖業技術の開発研究を継続・発展させること

については困難になることも予想される。そのため、パナマとしてのニーズは高く存する

ものの、プロジェクト期間中と同様に研究を継続することができるかといった点は、現時

点で判断できない。 
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（参考）表５－２ IATTC 主要加盟国の拠出金実績 

（米ドル：2008 年） 

 国 名 分担金 
1 米 国 1,746,553 
2 メキシコ 1,045,877 
3 エクアドル 448,894 
4 日 本 435,710 
5 ベネズエラ 343,887 
6 パナマ 315,296 
7 コロンビア 281,086 
8 コスタリカ 212,611 
9 韓 国 179,262 
10 フランス 110,756 
11 エルサルバドル 66,393 
12 ペルー 52,560 
13 ニカラグア 26,433 
14 グアテマラ 1,372 
合 計  5,266,690 
出所：IATTC Informe Annual 2008 

 
（2）組織面 

現在のアチョチネス研究所では、研究を支える技術者が維持管理担当などを含めて 17
名10雇用されており、本プロジェクトの継続にあたって十分な人数が配置されていると判

断できる（図５－１参照）。技術者の雇用形態はアチョチネス研究所の正式雇用であり、

従事にあたっての継続性についても、これまでの実績からほぼ問題がないといえる。 
また研究活動自体については、IATTC 本部からの研究者を中心に活動がなされており、

研究成果を継続させるための研究者の存在について問題は予見されない。他方で、パナマ

人研究者の継続的な確保については現時点では不明である。今後 ARAP の人材育成計画等

によって、その自立発展性の見通しを明確化してゆく必要がある。 
 

所長

ラボラトリー

(10)

総務

(1)

メインテナンス

(8)

餌飼料 仔稚魚育成 ラボラトリー分析

C/P　ARAP　(1)

 
図５－１ アチョチネス研究所組織図（カッコ内数字は人数） 

                                                        
10 図５－１内のメンテナンス部門の掃除と食堂担当及び ARAP のカウンターパートを除く人数。 
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（3）技術・制度面 
研究活動の継続にあたっては、特に海上いけすの設置などに技術的な習得が求められる

が、いけすの設置技術については、本プロジェクト期間中にその設置場所や網の張り方な

どの技術を移転する計画であり、継続性はほぼ確保できるものと考えられる。また、制度

面における懸案事項は現時点では見られない（海上いけすの設置について、環境アセスメ

ントの実施も研究用途であるため免除されることとなっている）。 
 

（4）財政面 
本プロジェクトの成果を継続するにあたっては、通常の維持管理経費に加えて約 10 年単

位で海上いけすの網交換が必要となる（約 200 万円/網）。ただし、この経費は事前に計画

し得る維持管理コストであり、IATTC が通常実施する予算計画のプロセスにおいて、本コ

ストは確保される可能性が高い。また、IATTC がリザーブしているファンドを維持管理用

途に充てることができる可能性も高い。 
一方、ランニングコスト～主には餌と試料に係るコスト～は多大であり、本プロジェク

ト終了後も同等のランニングコストを研究所（及び ARAP）が継続的に負担し得るかとの

点は大きな課題である。この点においては、今後プロジェクト開始前及び開始後の関係者

間の協議によって決定することが必要である。 
なお、IATTC はコンサルテーションなどによる自己収入は禁止されている。 

 
（参考）表５－３ IATTC アチョチネス研究所 予算推移 

（単位：米ドル） 

 2006 2007 2008 2009 2010 

IATTC コアファンド* 329,000 304,000 270,000 270,000 303,000

外部支援* 10,000 70,000 92,000 110,000 81,000

予算 合計 339,000 374,000 362,000 380,000 384,000

注：コアファンドは IATTC 本部からの直接予算。外部支援は外部機関から充当される

研究支援予算を指す。 
 

（参考）表５－４ IATTC アチョチネス研究所 支出実績の内訳（2009 年度） 

支出内訳 支出額（米ドル） 

通信費 2,579 

電気代 65,166 

資機材維持管理費 10,096 

一般消耗品購入費（職員カフェテリアなど含む） 55,651 

施設・資機材購入費 2,077 

移動費（国内） 10,034 

給 料 167,391 

社会保障費 32,894 

輸送・税関 2,791 
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車両維持管理費 7,764 

燃料費 16,916 

その他 1,136 

合 計 374,495 

注：米国人の給料は含まない。 
 

（5）社会・環境面 
研究成果を継続させる観点において、社会・環境面の自立発展性を阻害する要因は予見

されない。 
 

５－３－６ 結 論 
現在パナマ政府は、水産政策において持続的な海洋資源管理及び養殖業の開発・多様化の促

進を掲げている。特に、キハダマグロはパナマ水産セクターにおいて重要な魚種に位置づけら

れており、この観点において本プロジェクトは同国の政策及びニーズに合致しており、高い妥

当性を有している。 
また、プロジェクトは太平洋クロマグロ及びキハダマグロにおいて多くの知見を有する近畿

大学と IATTC によって実施されるため、求められる研究成果は達成される可能性が高い。さら

に本プロジェクトでは ARAP 側の研究者や技術者も重要なカウンターパートとすることで、こ

れら研究に係る一連の知見をパナマ側にも技術移転させることが計画されている。その点にお

いて、プロジェクトの有効性も高いと判断できる。ただし、有効性を確保するためにはプロジ

ェクト実施前の前提条件、すなわち各種の取極め（プロジェクトローカル経費負担割合や研究

者のかかわり方など）を IATTC と ARAP 側で事前に行うことが求められる。 
効率性については、本プロジェクトは世界でほぼ唯一といえるキハダ産卵施設を擁するアチ

ョチネス研究所において実施されるものであり、かつ ARAP の他研究所とも有効な連携を確保

しながら進める体制を構えているため、効率性は確保されている。ただし、投入予定の資機材

については比較的過大となる可能性があるため、自立発展性も視野に入れた資機材選定を再度

精査してゆくことが必要である。 
インパクトについては、中長期的な視点においてキハダの養殖業進展に貢献するインパクト

発現が期待できる。 
他方、プロジェクト終了後の自立発展性については、政策面や財政面において課題が指摘さ

れる。特に、活動の継続にあたっては多大なランニングコストが要求されることから、そのコ

スト負担について IATTC 及び ARAP 間で明確な取極めがなされる必要がある。 
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